
































































































































































































































































































































































































































































































































合計 うち失 者 合計 うち失業者
営利的職業紹介業者 2,996(100.0） 756（25.2  4,216(100.0） 1,114（26.4）
非営利的職業紹介業者 4,115(100.0） 2,293 55.7） 1,860 100.0） 259（13.9）
分類不能 2,599(100.0  598（23.0）
民営職業紹介業者合計 7,111(100. ） 3,049 42.9） 8,675(100.0） Ｌ971 22.7
弾力化・規制緩和と社会政策（伍賀一道）
して特別の手数料を派遣先に課している。
察するに民間業者を利用して労働者を募集す
る企業にとっては労働者派遣事業の方がより魅
力的ではなかろうか。派遣先企業の中には，専
門職の派遣労働者を短期間利用するという活用
の仕方のみならず，労働者派遣事業を労働者を
採用する際の一種の試用期間として活用する傾
向がみられる(5)。派遣法が制限する派遣労働者
の利用期間（９カ月間）が切れる直前に正規雇
用に切り換えるか，あるいは派遣契約を終了す
るかは利用企業（派遣先）の意思にゆだねられ
ている。解雇規制が厳しいドイツでは，労働者
派遣事業を労働者の試用期間として活用して労
働者の実際の働きぶりを見たうえで採用したい
と考える使用者が増えても不思議はない。
このことはわが国でも労働者派遣事業の対象
業務を拡大した場合には，こうした利用の仕方
をする使用者が増える可能性を示している。こ
れを就職機会の拡大と捉え，労働者派遣事業が
職業紹介の機能をも果たしていると歓迎しうる
だろうか。こうした利用の仕方は使用者に有利
に，労働者にとっては雇用不安を増すことにな
らないだろうか。規制緩和小委員会の提起のな
かでは，民営職業紹介事業の規制緩和よりも労
働者派遣事業の対象業務の拡大の方が職業紹介
に及ぼす影響が大きいと思われる。
（どか・かずふち金沢大学経済学部教授）
ドイツでは1994年８月より民営職業紹介を
全面的に合法化した。筆者がドイツ連邦雇用庁
で入手した資料によれば（別表参照)，９４年８
月１日より同年１２月末までに民営職業紹介業
者が職業紹介に成功した7,111件のうち，失業
者の中から斡旋したものは3,049件（42.9％)，
また９５年１月１日より６月３０日までの期間で
は8,675件のうち1,971件（22.7％）にとど
まっている。このうち営利的業者に限って失業
者の紹介比率を見ると，各時期それぞれ
２５．２％，２６．４％にすぎない。つまり，民間業者
が職業紹介に成功した件数の中では失業者より
も有職者の転職斡旋の方がはるかに多かったの
である。民営職業紹介業者にとっては，手数料
収入は対象者の賃金に比例するため，より高給
の労働者の転職を斡旋した方が利益も大きい。
このため失業者にたいする職業紹介よりも転職
市場での斡旋に力を入れがちになることは想像
に難くない。
さらにドイツの経験はもう一つ注目すべき問
題を投げかけている。別表の職業紹介件数の中
には派遣労働者が派遣先の正規雇用になった
ケースも一部含まれている。ドイツでは派遣労
働者の３０％から，多い場合には５０％が派遣先
で正規労働者に採用されている。民営職業紹介
業者の多くは労働者派遣企業を兼営しており，
派遣先に送り込んだ派遣労働者がそこでの正規
雇用になる場合には，通常の派遣代金に上乗せ
[付記］第９１回研究大会では共通論題に先立って10月21日（土）午前、下記のような書評分科会が行われた。
こ1～2年の間に出版された労働問題、生活問題に関わる著作15点が取り上げられた。
こ
【女性・家族】座長木本喜美子（一橋大学）
布施晶子署結婚と家族岩波書店 93年長沢孝司（日本福祉大学）
(5)高梨氏も報告のなかでアメリカについて，労働者派遣事業が企業が労働者を採用する際の試用期間の機能
を果していると指摘された。
5５ 
北明美（京都大学大学院）
佐藤卓利（広島女学院大学）
同上
年
年
年
３
４
３
 
９
９
９
 
白石書店
東大出版会
東大出版会
伊藤セツ箸両性の新しい秩序の世紀へ
社会保障研究所編現代家族と社会保障
社会保障研究所編女性と社会保障
【外国人労働】座長荒又重雄（北海道大学）
佐藤忍署国際労働力移動研究序説信山社
山本健兒著国際労働力移動の空間古今書院
本多淳亮,村下博編外国人労働者問題の展望大阪経済法科大学
出版部
藤本剛（秋田経済法科大学）
吉村臨兵（釧路公立大学）
森廣正（法政大学）
年
年
年
４
５
５
 
９
９
９
 
【高齢化問題】座長里見賢治（大阪府立大学）
川上則道著高齢化社会はあけぴ書房
こうすれば支えられる
橘木俊詔．個人貯蓄とライフサイクル 日本経済新聞社
下野恵子署
二木立署「世界一」の医療費抑制政策を勁草書房
見直す時期
94年福島利夫（大阪経済法科大学）
94年馬場康彦（日本福祉大学）
94年大山正夫（国民医療研究所）
【福祉国家論】座長堀内隆治（下関市立大学）
永山誠著戦後社会福祉の転換労働旬報社９３年林博幸（華頂短期大学）
稲上毅．Ｈウィッタカー・逢見直人ほか箸
ネオ・コーポラティズムの国際比較日本労働研究機構９４年富田義典（佐賀大学）
【昇進と競争】座長久本憲夫（京都大学）
脇坂明署職場類型と女性のキャリア形成御茶の水書房９３年川東英子（愛媛大学）
今田幸子．ホワイトカラーの昇進構造日本労働研究機構９５年居神浩（京都大学大学院）
平田周一署
橘木俊詔他編「昇進」の経済学東洋経済新報社９５年石田光男（同志社大学）
井上英夫
上村政彦箸
脇田滋
好評発売中／
高鰯者医療保障
一日本と先進諸国一
高齢者社会における医療｡福祉はどうあるべきか。老人保障Ａ５判上製
の,0年を検証ｂドイツ、フランス、オラン式イギリス、ス定価5,000円(税込）
ウエーデン、デンマーク、ア〆リカの最新の状況をフォロー。労働旬報社刊
大原社会問題研究所雑誌No.450／1996.55６ 
